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要　請　書
　貴職の地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。
　地方公務員の給与を巡っては、逼迫する地方財政の再建を理由に、職員の給与を独自にカットする自治体が後を絶たない状況が続いています。さらに、2010年の人事院勧告取扱いの閣議決定において、いわゆる「深掘り」はせず、勧告通り実施するとしたものの、「人件費を削減するための措置について検討し、必要な法案を次期通常国会から、順次、提出する」ことが明記されるなど、与野党を問わず公務員人件費削減という政治的な圧力が非常に高まっています。
　連合は、2011春季生活闘争において、賃金水準の復元を追求し、所得と生活水準の低下に歯止めをかけることをはじめとした闘争方針を決定し、運動をすすめています。公務員連絡会地方公務員部会は、こうした闘争方針を全面的に支持し、連合に結集して全力で取組みをすすめています。
　本年の人事院勧告に向けては、50歳台職員の給与見直し、給与構造改革における現給保障の取扱い、65歳までの段階的定年延長などの重要課題が山積していますが、自律的労使関係制度が措置されるまでの間は、労働基本権制約の代償機関としての人事委員会勧告制度を十全に機能させることが重要です。そのために、各人事委員会においては、組合との真摯な交渉・協議を行うよう強く要請します。
　貴職におかれましては、人事委員会の使命を十分認識され、下記事項の実現に向け最大限の努力を払われますよう要請します。
記
１．2011年度の給与決定に当たっては、民間賃金実態を正確に把握し、地方公務員の生活を維持・改善するための賃金水準を確保すること。また、給与構造改革に伴う現給保障を堅持するとともに、50歳台後半層の給与見直しについて、一律減額措置は直ちに撤回し、公民較差を踏まえた配分の問題として十分な交渉・協議を行うこと。
２．公民給与比較方法について、現行の比較企業規模を堅持するとともに、社会的に公正な仕組みとなるよう、抜本的に改善すること。また、一時金の公民比較は、月例給と同様に、同種・同等比較を原則とするラスパイレス比較を行うこと。
３．諸手当の改善については、地域の実情を踏まえつつ、組合との十分な交渉・協議に基づくこと。
４．臨時・非常勤職員の処遇改善に関わって、人事委員会として可能な対応を行うこと。
５．公立学校教職員の給与見直しに際しては、各人事委員会が参考としうるモデル給料表を作成、提示するとともに、関係労働組合との交渉・協議を行うこと。
６．新たな高齢者雇用施策については、65歳までの段階的定年延長を実現するため、国に遅れないよう必要な対応を行うこと。
７．公務におけるワーク・ライフ・バランスを確保するため、年間総労働時間を早期に1,800時間程度に短縮し、引き続き次の事項の実現に努めること。
　(1) 実効ある男女共通の超過勤務規制のための積極的施策の推進
　(2) 年次有給休暇取得の促進
　(3) 労働時間短縮のための人員確保等の施策の構築
８．ライフステージに応じ、社会的要請に応える休暇制度の拡充、総合的な休業制度などを実現すること。とくに、家族看護休暇およびリフレッシュ休暇・有給教育休暇(リカレント休暇)の新設、夏季休暇日数の拡大をはかること。
９．育児休業・介護休暇の男性取得促進のための必要な措置を行うこと。
10．実効あるセクシュアルハラスメント、パワーハラスメントの防止策を引き続き推進するため積極的な対応を行うこと。
11．公務職場における障がい者、外国人採用の促進をはかるため、職場環境の整備を　含め必要な措置を行うこと。
12．各人事委員会の勧告に向けた調査や作業に当たっては、組合との交渉・協議、合意に基づき進めること。
